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 11 経済・雇用対策特別委員会における柳下礼子県議の質疑 

2017 年３月８日 

Ｑ．柳下委員 

１ 企業を積極的に誘致するとあるが、企業誘

致の目的は地元雇用を創出することである。

雇用の計画がどうなっているのか、また実態

が計画どおりになっているのか伺いたい。 

２ ホンダが寄居町に立地したが、地元雇用の

実態はどうなっているのか。また、新規雇用

のうち正規で雇われている比率や、この点に

関する県としての方針を伺いたい。 

３ 私の住んでいる所沢市において、農業ビジ

ネス支援課にも大変お世話になって、地元産

の野菜を使ってドライ野菜を作り、地産地消

に取り組んでいる事業者がいる。この事業者

が海外にも輸出をしたいという。震災の際に

は、水などで戻して野菜を摂取することもで

きるものである。海外への新たな展開を行う

農業に対する支援についてどのように考えて

いるのか。 

 

 

Ａ．企業立地課長 

１ 企業誘致に当たり、不動産取得税相当額の

補助制度を設けているが、制度上、地元雇用

を義務付けている。また、立地企業にフォロ

ーアップ訪問して伺ったところでは、多くの

企業から、地元雇用に着眼して立地したと聞

いている。資料に記載のある約２９，０００

人の新規雇用のうち、正規雇用は１１，２３

５人、３９％、パート雇用が１７，３００ 

人、６１％となっている。県としても正規雇

用は重要であると考えている。また、研究所

が立地した場合は７８．４％、本社が立地し

た場合は８９．６％が正規雇用となっている。

このほか、先端産業分野の企業なども含め、

正規雇用が多い分野については積極的に誘致

を進めていきたい。 

２ ホンダについては具体的な数字が手元にな

いが、把握するよう努めていきたい。 

 

 

Ａ．農業ビジネス支援課長 

３ 農産物の加工品については、輸送性や貯蔵

性が高いことから、海外販路拡大において有

望品目と考えている。これまでも、加工品に

ついては、新たに輸出に取り組みたいという

事業者を支援してきている。資料１の「１こ

れまでの取組」の「（３）海外販路開拓の支援」

の中に「農産物・農産物加工品の海外新規販

路拡大支援」と掲載しているとおり、輸出を

希望する事業者に対して、海外での展示会や

見本市への出展の経費について助成するなど

している。農産物加工品の輸出を希望する方

に対して、こうした事業を活用しながら積極

的に支援していきたい。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

ホンダは、社員を狭山工場から寄居工場に人

事異動する対応をしたため、地元での雇用は進

んでいないと聞いている。立地の際には県とし

ても道路を整備するなどの支援をしているので、

正規雇用は全体の中で何名なのかしっかり把握

する取り組みを行い、県として企業誘致を行う

趣旨を踏まえて対応していただきたい。県とし

てどのようなところに目標設定して取り組むの

か、見解を伺いたい。 

 

 

Ａ．企業立地課長 

計画ベースでは、寄居工場については１，５

００名の新規雇用とされており、現在はそれ以

上の方がいると聞いてはいるが、狭山工場も含
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めて全体の雇用がどうなっているのかについて

は、正確に把握していないため、今後、把握に

努めていく。本県の得意分野である食料品製造

業や流通加工業は、非正規雇用者の確保を狙っ

て立地する企業が多いという事情もある。誘致

した企業における正規雇用者数の目標値につい

ては、今のところ定めていない。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

何のための企業誘致なのか。県の方針とし 

て、地元雇用、正規雇用を増やすと明確に言っ

てほしい。 

 

 

Ａ．産業労働部長 

企業誘致については、正規雇用を増やすよう

取り組む。また、非正規雇用者を正規雇用者に

転換する取り組みにも真剣に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 


